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博士の専門分野の名称	 博士（学術）

学 位 記 番 号 	 安全博第 18 号

学位授与の日付	 2021 年 9 月 20 日

学 位 論 文 題 目 	 復興過程をふまえた災害時要

配慮者支援対策の構築に関す

る研究

論 文 審 査 委 員 	

　　　　　主査　関西大学　教授　土田　昭司

　　　　　副査　関西大学　教授　永松　伸吾

　　　　　副査　関西大学　教授　山崎　栄一

論文内容の要旨

　審査対象論文は，地域防災において限られた

支援資源をより効率的に運用するための方策の

一つとして要配慮者の防災関与に焦点を当てた

ものである．要配慮者への支援対策では，支援

対象者が多すぎるために地域防災の中で支援と

結びついていないことが課題であるとの問題意

識から，ケイパビリティアプローチの有効性を

指摘している．ケイパビリティアプローチとは，

被災した要配慮者に，自分にできることを気づ

いてもらい，自分が必要としているものについ

て自分にできることを積極的に実践してもらう

ことを手助けする災害対応支援である．本論文

では，これまで着目されてきた発災前－避難行

動－避難生活における要配慮者に，復旧・復興

過程の要配慮者を含む広義の要配慮者をも想定

してレジリエンスを高める支援対策について検

討している．

　本論文ではまず要配慮者の概念を整理してい

る．要配慮者の概念は，行政機関において 1980

年代から着目されはじめ，1995 年の阪神淡路大

震災を経て，災害弱者，災害時要援護者，要配

慮者と変化してきた．2013 年の内閣府による取

組指針において要介護高齢者，障害者，妊産婦，

難病患者やアレルギー等の慢性疾患を有する人，

外国人，避難途中や避難後に支援が必要となる

人が要配慮者とされた．本論文では，2006 年に

国連総会で採択された障害者の権利条約，2011

年に改正された障害者基本法，2015 年の仙台防

災枠組などにも示されてきたように，災害時に

合理的配慮が提供される対象は，幅広い概念へ

と拡がってきており，何らかの理由から災害対

応が難しい人が要配慮者であるとの観点から，

災害のフェーズに分けて要配慮者を再整理した．

これに伴い復興時要配慮者という概念も導入し

ている．

　次に，ケイパビリティアプローチについて検

討をしている．要配慮者にとって必要とする支

援は個々の要配慮者ごとに異なる．例えば，一

般的に高齢者と分類される 80 歳の男性であって

も，経済的に豊かで，足腰も強く，地域活動に

も積極的に参加している人もいる．そのような

人を，80 歳であるという理由だけで避難行動要

支援者名簿に載せる優先度は低いであろう．そ

して，個々の要配慮者がどのような支援を必要

としているかは本人が最も良く自覚できるであ

ろう．そこで，被支援者に必要とする支援を積

極的に表明してもらい，それを受けて効果的な

支援の枠組みを作ってゆこうとすることがケイ

パビリティアプローチである．これにより，被

支援者に自分でできることは自分で行い，“それ

でも無理なこと”を支援対象とすることができ

る．限られた支援資源のなかでより効率的に支

援ができると期待できることから，被支援者と

支援者が共倒れすることを防ぐこともできると

考えられる．

　具体的な実証研究として，大阪市中央区の事
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例と，東日本大震災の被災地である岩手県釜石

市の事例を検討している．大阪市中央区の事例

は発災時の支援に焦点を当てたものである．釜

石市の事例は復興時の支援に焦点を当てたもの

である．

　大阪市中央区の自主防災組織に関与している

住民 45 名に対して 2018 年に質問紙調査を実施

した結果，発災時に自分が災害に対応できると

認識していた人，すなわち，「災害対応に対する

自己効力感」が高い人ほど，近所の人などへの

援助要請意図が高いことが明らかになった．こ

の結果はケイパビリティアプローチにより地域

社会全体の防災力が向上することを示唆してい

る．

　釜石市における復興支援についての調査研究

では，単純なカテゴリ分類を念頭に置いた一方

的な支援の限界を指摘している．調査は，2018

年 3 月から 6 月の間に，釜石市のさまざまな住

居形態が混在する地域において，応急仮設住宅・

復興公営住宅・みなし仮設住宅（1,906 世帯に

配布，回収数 604）と，一般住宅（2,391 世帯

に配布，回収数 615）の居住者を対象として実

施された．回答者の性別はほぼ同数であり，平

均年齢は 67 歳であった．分析では，釜石市にお

ける住宅復興過程と主観的生活評価の関係を明

らかにしている．震災前の住居形態，震災後の

住居形態，現在の住居形態の変遷により，「持ち

家 : 被害なし（ N=107 ）」「持ち家：被害あり

（N=175）」「持ち家：再建済（N=123）」「復興

公 営：永 住（ N=240 ）」「 復 興 公 営：未 定

（N=56）」「仮設：持ち家再建希望（N=100）」

の 6 パターンが抽出された．主観的生活評価と

しては，生活ストレス，生活満足度，将来の希

望，家族サポート，友人サポートなどが測定さ

れた．住宅復興過程，世帯年収などを説明変数

とし，主観的生活評価を目的変数とする分析が

なされている．その結果，生活満足度は世帯年

収 200 万円未満の者で低く，世帯年収 200 万円

以上の場合は現在持ち家の者が復興公営住宅の

者よりもより高かったこと，ソーシャルキャピ

タルは世帯年収 200 万円以上の者では住居形態

の変遷にかかわらず変化していなかったが，世

帯年収 200 万円未満の者では住居形態の変遷に

よって変化していたことが明らかになった．す

なわち，低所得者においては，復興公営住宅や

仮設住宅などの住居形態に伴う人との繋がりの

ようなソーシャルキャピタルが生活満足度にと

って重要であることを明らかにした．このこと

から本論文では，主観的測定変数の解釈につい

ての限界を踏まえつつも，復興時の支援におい

ては被災者の社会経済的資源を考慮する必要性

を指摘している．すなわち，被災前の人との繋

がりのようなソーシャルキャピタルは，復興時

要配慮者というべき社会経済的資源が少ない低

所得者にこそより必要であることを指摘してい

る．

論文審査結果の要旨

　本論文における要配慮者の定義の変遷にもと

づく考察は高く評価できる．これにケイパビリ

ティアプローチの観点から，被支援者の個別の

事情にもとづいて被支援者に積極的に必要とす

る支援を表明してもらって支援をする在り方の

提案は意義のあるものと認められる．特に，復

興時における要配慮者について復興時要配慮者

という概念を導入したことは有益であると認め

られる．

　本論文では，これらについての実証研究とし

て大阪市中央区における調査研究と，釜石市に

おける調査研究を報告している．

　大阪市中央区の自主防災組織関係者への調査

は対象者数が少数ではあるものの，ケイパビリ

ティアプローチによって要配慮者の自己効力感
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を高めることが援助要請意図も高めることを明

らかにしており，ケイパビリティアプローチに

よって地域社会全体の防災力を高める可能性を

示した点で評価できる．

　釜石市における調査研究は被災後の復興過程

に着目して，復興時要配慮者にカテゴライズさ

れる低所得者においては，単に住宅支援をする

だけでは十分ではなく，レジリエンスを高める

には人との繋がりのようなソーシャルキャピタ

ルを向上させるケイパビリティアプローチ的な

支援策が有効であることを示した点で価値があ

るものと評価できる．

　よって，審査委員会は本審査対象論文を合格

と評価する．

審査結果の要旨

　2021 年 6 月 29 日，各審査委員出席のもとに，

論文提出者に対し，論文内容及びこれに関係す

る事項について試問を行った結果，合格と判定

した．

学位授与の可否

　以上によって，論文提出者静間健人は博士

（学術）の学位を授与される資格があるものと認

める．
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関西大学大学院 社会安全研究科
2021年９月期と2022年３月期修了 修士論文論題一覧

学籍番号 修了年学期 氏　　名 修士論文論題

19 Ｍ 7505 2021 年 9 月 酒
さか

井
い

　誠
まこと 大型車トラック左折時の時系列的ハザード知覚能力向上に向け

た教育方法の検討

19 Ｍ 7508 2021 年 9 月 范
はん

　鵬
ほうき

輝 外国人労働者の職務ストレスとヒューマンエラー

20M7501 2022 年 3 月 王
おう

　斤
きん

伯
はく

災害報道に従事するアナウンサーのコンピテンシー

20M7502 2022 年 4 月 菊
きく

地
ち

　和
かず

満
みつ

舶用機関プラントで発生するヒヤリハット等の事例研究

20M7503 2022 年 5 月 庄
しょう

司
じ

　秀
ひで

明
あき 地方自治体における危機管理対応のための専門性教育に関する

現状分析

20M7504 2022 年 6 月 辻
つじ

　　開
かい

斗
と 検索エンジンの検索結果削除の問題における削除基準に関する

一考察

20M7505 2022 年 7 月 永
なが

富
とみ

　早
さ

奈
な

恵
え

日本国内の世界遺産保有地域を取り巻く防災計画に関する研究

20M7506 2022 年 8 月 野
の

元
もと

　颯
そう

馬
ま

屋内向けＸＲ地震体験アプリケーションの開発と評価


